
 

居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導重要事項説明書 

 

 １．事業者 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ご利用の事業所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．管理栄養士による居宅療養管理指導ならびに、介護予防居宅療養管理指導の目的 

 管理栄養士による「居宅療養管理指導」は、治療上食事療法が必要または、低栄養状態に

あると医師が判断した場合に、医師の指示のもとに管理栄養士が居宅を訪問するサービスで

す。栄養ケア計画に基づいた栄養食事指導を行い、患者・家族が安心・安全な食生活を継続

できるように支援することで在宅生活をより豊かにし、生活機能の維持もしくは改善を図る

ことを目的としています。 

 

４．職員の体制 
 

 

５．事業の実施地域 

長崎市（三和町・野母崎町・香焼町・琴海町・外海町・伊王島町・離島を除く） 

 

 

 

事業者の名称 一般社団法人 是真会 

事業者の所在地 〒850-0854 長崎県長崎市銀屋町 4 番 11 号 

法人種別 一般社団法人 

代表者氏名 代表理事 栗原 正紀 

電話番号 ０９５－８１８－２００２ 

ＦＡＸ番号 ０９５－８２１－１１８７ 

事業所の名称 居宅療養管理指導事業所 

事業所の所在地 〒850-0854 長崎県長崎市銀屋町 4 番 11 号 

管理者の氏名 代表理事 栗原 正紀 

電話番号 080－5640－7276 

ＦＡＸ番号 ０９５－８１８－３４５４ 

指定事業所番号 ４２１０１２５４５８ 

従 業 者 の 職 種  資 格 常勤（兼務） 非常勤（兼務） 

管理者 医師 １名（1 名）  

サービス担当者 管理栄養士  5 名（5 名） 

その他の職員 事務職員 １名  



 

６．営業日および営業時間 

 
 
 
 
 
 

 

７．管理栄養士による居宅療養管理指導及び、介護予防居宅療養管理指導の内容 

主治医の指示のもと多職種と連携し、以下のサービスを提供します。 

① 栄養評価を行い、栄養状態を判定します。 

② 低栄養の方へ、効率的な栄養補給方法や調理法、栄養補助食品などを助言します。 

③ 治療食の必要な方へ、食事の用意や摂取方法、献立などに関して助言します。 

④ 嚥下困難な方へ、食材の選び方や食事の作り方に関して助言します。 

⑤ 非経口摂取の方へ、適切な栄養プランを提案します。 

 

８．利用料等 

1）居宅療養管理指導料及び、介護予防居宅療養管理指導 

      管理栄養士が行う場合（月 2 回まで） 

サービス内容 
利用者負担割合 

1 割 2 割 ３割 

（1）単一建物居住者が 1 人の場合 545 円 1,090 円 1,635 円 

（2）単一建物居住者が 2 人以上 9 人以下の場合 487 円  974 円 1,461 円 

（3）単一建物居住者が１０人以上の場合 444 円  888 円 1,332 円 

  

2）交通費 

1 回のご利用につき、往復交通費としてガソリン代の実費（距離×16 円）と 

有料駐車場を使用した場合はその実費をいただきます。 

3）材料費 

  実費（サービスを提供するために使用する、食材・水道・ガス・電気等の費用） 

 
 

4）支払方法 

  毎月１３日以降に、前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支払いく

ださい。お支払方法は口座振替を原則としますが、別の支払い方法（現金、銀行振込）を

希望される場合はお申し出ください。領収証は入金確認後、発行いたします。 

 

９．管理栄養士による居宅療養管理指導サービス開始から終了までの流れ 

1) サービスの利用開始までの流れ 

① 利用者が、医師やケアマネジャー等の医療・福祉スタッフより、管理栄養士による訪問栄

養指導の紹介を受けます。あるいは、ケアマネージャー等が利用者からの要望を受けま

す。 

② ケアマネージャーは、居宅療養管理指導事業所へ連絡します。 

③ ケアマネージャーは、利用者の主治医へ居宅療養管理指導サービス利用の可否について

相談し確認します。医師よりサービス利用開始の許可があれば、ケアマネージャーは医

師へ、事業所が所属する医療機関の医師への診療情報提供書と指示箋の発行を依頼し、

事業所所属の医療機関へ送付します。 

 

 

月曜日～金曜日、祝日 ８：３０ ～ １７：００ 

土・日曜日 お休みさせていただきます。 

年末・年始休日 １２月３０日 ～ １月３日 



 

④ 管理栄養士は指示箋に基づき、栄養ケア計画を立案します。 

⑤ 利用者、家族、ケアマネージャーと訪問日程を調整し、ケアマネージャーがケアプランを

作成します。 

⑥ 居宅を訪問し、サービス内容および栄養ケア計画書について説明し同意を得ます。 

 

2) サービス利用提供 

①管理栄養士は、ケアプランおよび栄養ケア計画書に基づきプランを実行します。 

※詳細は、「７．管理栄養士による居宅療養管理指導の内容」を参照 

 

3) サービス利用終了 

① 栄養ケア計画書の目標を達成し、医師がサービス終了と判断した場合で、利用者・家族よ

りサービス終了の同意が得られた場合。 

② 利用者の都合でサービスを終了する場合 

１週間以上の予告期間をもってお申し出くだされば、いつでも終了できます。 

③ 当事業所の都合でサービスを終了する場合 

やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させて頂く場合は、終了１ヵ月前まで

に文書で通知するとともに、他の居宅療養管理指導事業者を紹介します。 

④ 自動的に終了する場合 

・利用者が介護保険施設や医療施設に長期入所または長期入院された場合 

・利用者の要介護認定区分が非該当(自立)と認定された場合 

・利用者が死亡された場合 

・事業者が介護保険事業の指定を取り消された、または破産した 

⑤ その他 

利用者またはそのご家族が当事業者または当事業者の従業者に対して、居宅療養管理指導

サービスを継続し難いほどの背信行為を行なわれた場合は、文書で通知することにより

即座にサービスの提供を終了させていただく場合があります。 

 

 

 

                 

 

 

 

                         

           

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者 

ケアマネ 医療機関 および 

居宅療養管理指導 

サービス提供機関 

2 回／月 

サービス提供 

➁要望 ➀紹介 

③相談 

③相談・確認 

④確認 ⑤指示箋 

⑥初回 

訪問 

利用なし ／ 終了 

⑦報告 

同意あり 

主治医 

なし 

1 回／3 か月 

継続必要性 

の判断 

 
サービスの

説明・同意 なし 

あり 



 

１０．利用者の留意事項 

１）サービス提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要 

介護認定の有無及び有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更

があった場合は速やかに当事業所にお知らせください。 

２）利用者はサービスを利用するにあたり、次の行為を行った場合、サービスの利用が出来

なくなりますことをご理解ください。 

① 職員に対し暴言・暴力・大声・脅迫・威嚇行為・セクハラ行為等でサービス提供を妨げ 

るもしくは安心してサービス利用を脅かす行為 

② 職員に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

③ その他、サービス利用に支障をきたすと思われる行為 

 

1１．個人情報の取扱いについて 

個人情報の使用に関しては、別紙「個人情報使用同意書」により、事業所が必要最小限の範囲

で使用することに同意をいただきます。 

また、当事業所と当事業所の従業者は個人情報の保護に関して契約しており、就業規則にも

定めています。 

 

1２．サービス内容に関する苦情 

苦情等に対応する窓口・担当者を別紙「利用者からの苦情を処理するために講じる措置の概

要」のとおり常設し、円滑かつ迅速に対応します。 

 

1３．事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合は、別紙「事故発生時対応マニュアル」に基づき、迅

速に対応します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

利用者からの苦情を処理するために講じる措置の概要 

 

 

 

 

 

 
 
 

事業者 一般社団法人 是真会 

事業所 居宅療養管理指導事業所 

 

１ 苦情に対応する常設の窓口および担当者 

    1) 窓  口   居宅療養管理指導事業所 

    2) 担当者   西岡 絵美 （管理栄養士） 

    3) 連絡先    〒 ８５０－０８５４ 長崎市銀屋町４番１１号  

         電話番号 ８18－2002   FAX 818－3454 

２ 円滑かつ迅速に苦情を解決するための処理体制および手順（図１参照） 

1) 利用者の人格と権利を尊重し、傾聴・共感的理解に努めます。 

2) 原則として、書面(書式自由)による申し立てとします。必要に応じて、面接 

調査を行ないます。 

3) 書面による申し立てが困難な場合は、口頭による申し立てを認めます。ただし、 

この場合は、担当者が聞き取りに基づき書面作成を行ない、この書面を本人に 

対して読み上げるなどの確認可能な方法により、本人から確認を取ります。 

4) 申し立ては、次の手順に従って対応し、経過および結果に関する文書を作成します。 

① 通常業務として対応できる場合は、担当者が対応します。 

② 担当者レベルでの対応が困難な場合は、苦情対策委員会が対応します。 

5) 申し立ての結果については、申し立て者に対して、文書で報告します。 

6) 申し立て者が国保連合会への苦情申し立てを希望する場合は、これを援助します。 

7) 申し立て者がサービス事業者に対する調査･改善結果の報告を希望する場合は、 

国保連合会にその旨連絡します。 

8) 国保連合会の調査に対して協力します。 

9) 市町の調査に対して協力します。 

関係機関等の相談窓口 

国保連合会（長崎県国民健康保険団体連合会） ８２６－１５９９ 

長崎市高齢者すこやか支援課            ８２９－１１４６ 



センター長 松坂 誠應（報告・相談）

苦情相談担当者 

担当者 

西岡 絵美 

(電話818-2002) 

(FAX818-3454) 

利用者（申し立て者） 

図１ 苦情処理の体制（流れ） 

（対応） 申し立て 
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○ 申し立て者が国保連合会への苦情申し立てを希望する場合は、

これを援助します。

○ 申し立て者がサービス事業者に対する調査・改善結果の報告を希望

する場合は、国保連合会にその旨連絡します。

○ 国保連合会の調査に対して協力します。

○ 市町の調査に対して協力します。

すべてのレベルにおいて、対応(処理)の経過および結果を 

所定の用紙に記録します。 

関係機関等の相談窓口 

◇国保連合会 ８２６－１５９９ 

◇長崎市高齢者すこやか支援課   ８２９－１１４６ 

対応困難 

対応困難 



事故発生時対応マニュアル 

事業者 一般社団法人 是真会 

事業所 居宅療養管理指導事業所 

居宅療養管理指導サービスの提供により事故が発生した場合は、下記のとおり対応し、

必要な措置を講じます。 

１．サービス担当者 

1）人身事故

居宅療養管理指導サービスの提供時に、利用者等に人身的な事故が発生した場合は、

直ちに主治医に連絡し、主治医の指示に従って、応急処置や救急隊等への連絡を行な

います。

また、速やかに、利用者のご家族への連絡・事業所への連絡を行うとともに、必要な措

置を講じます。

2）物損事故

居宅療養管理指導サービスの提供時に物損事故が発生した場合は、速やかに利用者の

ご家族への連絡・事業所への連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

２．事業所 

1）サービス担当者からの連絡を受け、当事業所の責任者が対応いたします。

責任者は、状況に応じて、利用者がお住まいの市町や関係機関に連絡いたします。

2）責任者は事故の状況等を医療安全委員会に報告するとともに、事故の原因を究明

し、再発防止に努めます。 

3）事故の状況及び講じた措置等を事故報告書に記録し、事故処理の完結の日から

２年間保存いたします。

３．事業者 

1）居宅療養管理指導サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、速やか

に、損害を賠償いたします。 

2）事故の原因を究明し、再発防止に努めます。



（ 居 宅 療 養 管 理 指 導 ・ 介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 事 業 所 ） 

居 宅 サ ー ビ ス 契 約 書

 様（ 以 下 、利 用 者 ）と 一 般 社 団 法 人 是 真 会  居 宅 療 養 管 理 指 導 事

業 所  （ 以 下 、事 業 者 ）は 事 業 者 が 利 用 者 に 対 し て 行 う 居 宅 サ ー ビ ス に つ い て 、

別 紙 重 要 事 項 説 明 書 の 説 明 ・ 交 付 を 受 け 、 下 記 の と お り 契 約 を 締 結 し ま す 。  

第１条（契約の目的） 
１ 事業者は、介護保険法等の関係法令の趣旨に従い、利用者に対し、可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、介護給付の対象となる居宅療

養管理指導事業所サービスを提供します。 

２ サービスの内容は、別紙１に記載したとおりです。

３ サービスの内容を変更する場合は、変更する内容等の必要事項を記載した｢サービス内容書｣を

作成し、利用者および事業者の双方が記名押印するものとします。 

第２条（契約期間） 
１ この契約の有効期間は、令和 年 月 日から利用者の要介護認定または要支援認

定の有効期間満了日までとします。 

２ 契約満了の７日前までに、利用者から事業者に対して契約終了の申し出がない場合、この契約

は自動的に更新されるものとします。 

第３条（栄養ケア計画等） 
１ 事業者は、利用者の日常生活の状況およびその意向を踏まえて、居宅介護支援事業者が作

成した利用者の居宅サービス計画（以下、｢ケアプラン｣という。）に沿って、｢栄養ケア計画書｣を作

成し、これに従って計画的にサービスを提供します。｢栄養ケア計画書｣を作成した場合は、利用者に

説明の上、提出します。 

２ 事業者は、利用者がサービス内容や提供方法等の変更を希望する場合で、その変更がケアプ

ランの範囲内で可能なときは、速やかにサービス計画の変更等の対応を行ないます。

３ 事業者は、利用者がケアプランの変更を希望する場合は、速やかに居宅介護支援事業者への連

絡調整等の援助を行ないます。 

第４条（サービス提供の記録等） 
事業者は、｢サービス提供記録書｣等の記録を作成し、完了後５年間は適正に保存し、利用者の

求めに応じて閲覧に供し、又は実費負担によりコピーを交付することも可能です。 

第５条（緊急時の対応） 
事業者は、現にサービスの提供を行っているときに、利用者の病状の急変が生じた場合、その他必

要な場合は、速やかに主治医又は歯科医師に連絡を取るなど必要な措置を講じます。 

第６条 (利用者負担金および滞納) 
１ サービスに対する利用者負担金は、別紙に記載するとおりとします。

なお、利用者負担金は、関係法令に基づいて定められるため、契約期間中に関係法令が改定された

場合には、改定後の金額を適用するものとします。 

２ 利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金を３ヶ月分以上滞納した場合に

は、事業者は１ヶ月以上の期間を定めて通知し、期間満了までに支払わない場合には、契約を解除する

旨の催告をすることができます。 

３ 前項の催告をしたときは、事業者は、ケアプランを作成した居宅介護支援事業者と協議し、利

用者の日常生活を維持する見地から、ケアプランの変更・介護保険外の公的サービスの利用等に

ついて、必要な調整を行なうよう要請するものとします。 

４ 事業者は、前項に定める協議等の努力を行ない、かつ第２項に定める期間が満了した場合には文

書で通知することにより、この契約を解除することができます。 



第７条（利用者負担金及びその変更） 
１ 利用者は、サービスの対価として「説明書」の記載に従い、利用者負担金を支払います。 

２ 利用者負担金のうち関係法令に基づいて定められたものが、契約期間中に変更となった場合、

関係法令に従って改定後の利用者負担金が適用されます。その際には、事業者は利用者に説明します。 

第８条（利用者の解約権） 

 利用者は、事業者に対しいつでも１週間以上の予告期間をもって、この契約を解除することがで

きます。 

第９条 (事業者の解除権) 
事業者は、利用者の著しい背信行為により契約を継続することが困難となった場合は、その理由を

記載した文書で通知することにより、この契約を解除することができます。この場合事業者は、ケア

プランを作成した居宅介護支援事業者にその旨を連絡します。 

第１０条 (契約の終了) 
１ 次のいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。 

1) 第５条の規定により、事業者から契約解除の意思表示がなされたとき

2) 第６条の規定により、利用者から解約の意思表示がなされ、かつ予告期間が満了したとき

3) 第７条の規定により、事業者から契約解除の意思表示がなされたとき

4) 次の理由で利用者にサービスを提供できなくなったとき

① 利用者が介護保険施設や医療施設に長期入所または長期入院した

② 利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定された

③ 利用者が死亡した

④ 事業者が介護保険事業の指定を取り消された、または破産した

第１１条（秘密保持） 
１ 事業者は、業務上知り得た利用者およびその家族に関する秘密および個人情報については、利

用者または第三者の生命・身体等に危険があるなど正当な理由がある場合を除いて、第三者に漏らす

ことはありません。この秘密保持は、契約終了後も同様です。 

２ 事業者は、あらかじめ利用者から文書による同意を得た場合は、前項の規定にかかわらず、サ

ービス担当者会議等一定の条件の下で、当該利用者の個人情報を利用できるものとします。 

第１２条（賠償責任） 
１ 事業者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、

その損害を賠償します。ただし、事業者の責めに帰すべき事由によらない場合は、この限りではあり

ません。 

２ 利用者は故意または過失もしくは、この契約上の利用者の義務に反して職員又は他の利用者の

生命・身体・財産に損害を与えた場合はその損害賠償責任を負います。 

第１３条 (相談・苦情) 
１ 利用者は、提供されたサービスに苦情がある場合には、事業者・居宅介護支援事業者・市町ま

たは国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。 

２ 事業者は、利用者からの相談・苦情等に対応する窓口を設置し、提供したサービスに関する利

用者の相談・苦情等に対し、迅速かつ誠実に対応します。 

３ 事業者は、利用者が苦情申し立てを行なったことを理由として、何らかの不利益な取り扱いをす

ることはありません。 

第１４条（裁判管轄） 
この契約に関する紛争の訴えは、本件事業所の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とすることに

合意します。 

第１５条 (この契約に定めのない事項) 
この契約及び介護保険法その他の関係法令に定めのない事項については、関係諸法令の趣旨を尊重

して利用者と事業者との協議により定めます。 



個人情報同意書 

私（利用者及びその家族）の個人情報については、次に記載するところにより、必要最小限の範囲内で使

用することに同意します。 

記 

１．個人情報の目的 

（１）医療・介護サービスの提供

・ご利用者様のご要望、病歴、生活歴、家族構成、心身に関する測定結果、医学的所見、それ

らに対する従事者の所見等の個人情報は、ご利用者への医療・介護サービス提供の目的で使

用します。

・医療・介護の質の向上や安全確保、医療・介護事故の未然防止のための分析や報告に利用し

ます。

・医療・介護サービスに関わる業務管理のための基礎資料として利用します。

（２）医療・介護・福祉サービス関係者との連携

・ご利用者のためのサービス担当者会議、居宅介護支援専門員と事業者の連絡調整等に利用し

ます。

・ご利用者が継続的に適切な医療・介護・福祉サービスを受けることができるように、外部の

病院、診療所、各種介護・福祉事業所および施設と相互に情報交換をいたします。

・利用者が参加して実施する会議等、他事業所との情報交換の際は、動画やテレビ電話等も活

用して実施します。

（３）病状・治療経過等の説明

・ご利用者および了解を得たご家族等に対して病状や治療経過等について説明を行うために利

用します。 

（４）審査・支払機関へのレセプト提出

（５）保険者・行政機関への相談・届出・照会への回答

（６）学生などへの実習・研修への協力

（７）学会・研究、事例検討会での活用

・医療・介護の質的、量的な改善・進展を目的とした事例検討会や学会・研究会活動に利用し

ます。この際には、個人が特定されることのないようにいたします。

（８）当法人における在宅サービスや業務の維持改善への活用

（９）地域活動（研修会、健康教室、交流会、通いの場、委託事業）への活用

（１０）広報活動（広報誌、ホームページ、リクルート）への活用

（１１）その他

・賠償責任保険などに係わる医療に関する専門の団体、保険会社などへの相談または届出等に

利用します。

・医療・介護サービスの質の向上・安全確保・医療事故対応および未然防止のために第三者機

関への相談・報告に利用します。

上記のうち、（９）,（１０）につきましては、写真や動画といった画像素材を活用する場合があ

ります。 この場合は、個人が特定できないようにします。 

２．条件 

（１）個人情報の提供は必要最小限とし、提供に当たっては関係機関以外に漏れる事の無いように細

心の注意を払う事。 

（２）個人情報及びその秘密の保持については、契約期間はもちろんのこと、契約終了後も漏れる事

のないようにすること。 

（３）事業者においては、その職員が業務中及び退職後も関係する秘密については保持する事。

上記１，２について、私の申し出によって、同意を解消することができるものとする。 



上記のとおり重要事項の確認、契約締結、個人情報の同意が成立しましたので、2 通を作

成し、各 1 通を保有します。 

説明日 令和 年 月 日 

(利 用 者) 

住 所： 

電 話： 

氏 名： 

（利用者の代理人） 

住 所： 

電 話： 

氏 名： 

本人との関係： 

サービス提供にあたり、重要事項を説明し、その内容に承認をいただきました。

説 明 者 

所 属 ： 居宅療養管理指導事業所 

氏 名 ： 

所 在 地 ： 〒 850-0854  長崎市銀屋町 4 番 11 号 

事 業 者 名 ： 一般社団法人 是真会 

居宅療養管理指導事業所 

 代表理事  栗原 正紀  

電 話 番 号 ： ０９５－８１８－２００２ 


